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令和５年度尾張旭市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の策定状況について

１.令和４年度の目標達成状況と実績値の推移

現行計画における目標達成状況を表 1 に示します。全ての数値目標は令和４年度時点でいずれも未

達成です。

表 1 数値目標の達成状況

図 1 数値目標項目の模式図
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項目 単位

令和４年度 現行計画目

標値

（令和５年度）

令和５年度の

目標達成まで目標値 実績値
達成

状況

①総ごみ排出量 g/人・日 785 815 未達成 777
あと３8gの

減量が必要

②処分ごみ排出量 g/人・日 588 6６３ 未達成 577
あと８6gの

減量が必要

③家庭系処分ごみ排出量 g/人・日 436 ４７１ 未達成 428
あと４３gの

減量が必要

④事業系ごみ排出量 t/日 12.5 １６．１ 未達成 12.2
あと3.９t の

減量が必要

（参考指標）

１人１日あたり事業系ごみ排出量
g/人・日 ― １９２ ― 149

あと４３ g の

減量が必要

⑤燃えるごみ中の資源ごみ混

入率（３年平均値）
％ 23.2 25.4 未達成 23.1

あと2.3 ポイン

トの減少が必要

（参考指標）

資源化率
％ ― ２4.3 ― 32.0

あと 7.7 ポイント

の増加が必要

資料３
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(１)総ごみ排出量

本市における令和４年度の１人１日当たりの

総ごみ排出量（事業系ごみを含む）は８１5(ｇ/

人・日)で、令和５年度の目標値７７７ｇまであ

と３8ｇの減量が必要です。

平成３０年度現行計画策定時には、目標値

を達成していたため、目標値の見直しを行

い、令和５年度の目標値を当初の８４５ｇから

７７７ｇに見直しています。平成３０年度から順

調にごみ量が減量すれば目標は達成可能と

考えられていましたが、令和元年度以降ごみ

排出量が増加し現状では目標達成は難しい状況です。

ただし、令和４年度には総ごみ排出量は減少に転じ、平成３０年度と同程度に戻っています。

(２)処分ごみ排出量

本市の令和４年度の１人１日当たりの処分ご

み排出量（家庭系処分ごみ＋事業系ごみ）は

663(ｇ/人・日)で、令和５年度の目標値５７７ｇ

まであと８6ｇの減量が必要です。

平成３０年度の現行計画策定時には、概ね

目標値と同様に推移していましたが、令和元年

度以降、家庭系ごみ排出量や事業系ごみ量が

増加し、令和４年度時点では目標達成は難し

い状況です。

この後の③で示すように令和４年度の１人１

日あたりの家庭系処分ごみ排出量は平成３０

年度と同程度に戻っていることから処分ごみ排出量は減少に転じていますが、事業系ごみが増加し

ているため平成３０年度と同程度までは戻っていません。

(３)家庭系処分ごみ排出量

本市の令和４年度の１人１日あたりの家庭系処

分ごみ排出量（資源ごみを除く）は４７1(ｇ/人・

日)で、令和５年度の目標値４２８ｇまであと４３ｇ

の減量が必要です。

平成３０年度の現行計画策定時には、概ね目標

値と同様に推移していましたが、令和元年度以

降、ごみ排出量が増加し、現状では目標達成は難

しい状況です。

ただし、令和４年度には家庭系処分ごみ排出量

は減少に転じ、平成３０年度と同程度に戻ってい

ます。

図 4家庭系処分ごみ排出量の推移
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図 2 総ごみ排出量の推移
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図 3 処分ごみ排出量の推移
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(４)事業系ごみ排出量

本市の令和４年度の１日当たりの事業系ごみ

排出量は１６．１トンで、令和５年度の目標値

12.2 トンまであと３．９トンの減量が必要です。

事業系ごみ排出量は令和元年度に増加し、

その後、令和２年度に１．２トン減少しています

が、令和２年度から令和４年度にかけて増加傾

向にあります。

事業系ごみ排出量の内訳を図 6 に示しま

す。令和２年度以降は新型コロナウイルス感染

症の拡大による飲食店の休業要請や経済活動

の停滞があったものの、許可業者により燃える

ごみの搬入量は概ね横ばいで推移していま

す。

一方で、燃えるごみの自己搬入量が令和元

年より急増しています。この増加量が令和元年

度以降の事業系ごみ量の増加分のほとんど

（２．６t/日の増加分のうち 2.３ｔ/日）を占めて

います。この増加分は、民間のリサイクル処理

会社が資源化困難な剪定枝などが燃えるごみ

として搬入されるようになったことが大きな要

因と考えられます（平成３０年度以前は、民間

のパルプ会社などで燃料として再利用されて

いました）。

参考指標としている１人１日当たりの事業系

ごみ排出量は、令和５年度の目標値まであと

43ｇの減量が必要です。

図 5 事業系ごみ排出量の推移
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図 6 事業系ごみ排出量の内訳の推移
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(５)燃えるごみ中の資源ごみ混入率※

本市の家庭系燃えるごみのごみ組成調査結

果より算出した、令和４年度の燃えるごみ中の

資源ごみ混入率は 2５．４％で、令和５年度の

目標値 23.1%まであと２．３ポイントの減少が

必要です。

燃えるごみ中の資源ごみ混入率は平成２７

年度から令和元年度までは目標よりも大きく

減少していましたが、新型コロナウイルス感染

症による家庭系ごみの増加等の影響により令

和３年度以降は混入率が増加に転じています。

新型コロナウイルス感染症の拡大によるテイクアウト容器や使い捨て商品増加によって資源ごみの

混入率が増加している可能性があり、今後減少に転じる可能性はありますが、目標の達成は難しい

状況です。

なお、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の拡大防止のためにごみ組成調査を実施していな

いため、データがありません。

【参考指標】資源化率

本市における令和４年度の資源化率は

24.3%でした。資源化率は平成２６年度以降、

常に減少傾向にあります。

資源化率は現行計画では年度ごとの目標値

を定めず参考指標として扱っていますが、増加

することを目標としていました。しかし、電子書

籍の普及等に伴う新聞や雑誌の購読者数の減

少や、ペットボトル等の軽量化等が今後も進む

と考えられ、総ごみ量を減少させながら資源化

率を増加させることは現実的ではなくなってき

ています。

※ 本市で毎年実施する燃えるごみの組成調査結果より算出しています。ごみの組成調査は、市内４地区（新興住

宅、集合住宅、農村地域、商業地域）における燃えるごみを、数か所の集積所から３０袋ずつ無作為に回収し、ごみ

の種類別に重量割合を算出します。調査方法の特性上、データにばらつきが生じるため、調査年を含めた過去３年

間の平均値をその年の実績値としています。

図 8 燃えるごみ中の資源ごみ混入率の推移
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２.ごみ組成調査結果の分析

(１)ごみ排出量推計の基礎となるごみ組成

ごみ排出量及び燃えるごみ組成調査結果をもとに、燃えるごみ中の内訳（生ごみ、古紙など）を推

計しました。

現行計画における令和5年度推計値と令和4年度実績値を比較すると、生ごみが大きく減少して

いる一方、令和5年度の推計値ほど、令和4年度の 1人 1日あたり燃えるごみ排出量、家庭系ごみ

1 人 1 日あたりごみ排出量ともに減少していません。内訳をみると、生ごみが大きく減少している一

方で、生ごみを除く資源以外の燃えるごみ、資源化可能なごみ量ではプラスチック容器包装や布類

が多くなっています。

表 2推計の基礎となるごみ組成

R4-R5

重量
(g/人・日)

割合(％)
(R1,2,4年度平均）

重量
(g/人・日)

割合(％) 重量（ｇ）

169 37.8% 191 47.0% △ 22

151 33.7% 125 30.8% ＋26

21 4.6% 20 4.9% ＋1

29 6.5% 31 7.6% △ 2

4 0.9% 2 0.5% ＋2

34 7.6% 21 5.2% ＋13

2 0.4% 2 0.5% ±0

1 0.2% 1 0.2% ±0

23 5.1% 10 2.5% ＋13

小型家電 0 0.1% - - -

113 25.3% 87 21.4% ＋26

14 3.1% 3 0.7% ＋11

447 100.0% 406 100.0% ＋41

16 ― 16 ― ±0

8 ― 6 ― ＋2

471 ― 428 ― ＋43

※端数処理の関係上、合計が合わない箇所があります。

項目

令和４年度実績

燃
え
る
ご
み
排
出
量
の
内
訳

生ごみ

生ごみを除く資源以外の燃えるごみ

資
源
可
能
な
ご
み
量

新聞・雑誌・段ボール

雑がみ

不燃・有害物

１人１日あたり燃えるごみ排出量

１人１日あたり燃えないごみ排出量

１人１日あたり粗大ごみ排出量

家庭系ごみ１人１日ごみ排出量

令和５年度推計（目標値）

紙パック

プラスチック容器包装

ペットボトル

かん・びん

布類

資源化可能なごみ量合計
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(２)ごみ組成調査の推移

本市で毎年度実施しているごみ組成調査の内訳の推移を図 10 に示します。平成２８年度以降は

生ごみ・可燃ごみの割合は減少傾向にある一方で、資源物、不燃・有害物の割合が増加しています。

特に、令和３、４年度は資源物の割合が令和元年度と比較して約６ポイント増加しています。

※各年度の調査結果であり、図 8 に示した３か年平均値とは異なります

図 10 燃えるごみの内訳

(３)燃えるごみ中の資源物の内訳

燃えるごみ中の資源物の内訳の割合を図 11 に示します。令和３，４年度はプラスチック製容器包

装が増加しています。これは新型コロナウイルス感染症拡大による使い捨て容器等の増加と思われ

ます。また、近年のファストファッションの流行等によって、古着類の割合も増加傾向にあります。

図 11 燃えるごみ中の資源物の内訳

4
8
.6
%

5
0
.6
%

4
6
.5
%

5
0
.7
%

4
8
.6
%

5
2
.6
%

5
2
.8
%

4
8
.7
%

4
9
.7
%

4
5
.2
%

4
2
.3
%

3
6
.2
%

3
4
.9
%

2
0
.0
%

1
9
.4
%

1
8
.7
%

2
1
.6
%

1
7
.1
%

2
0
.7
%

1
8
.6
%

2
7
.1
%

2
6
.0
%

2
9
.7
%

3
2
.9
%

3
3
.4
%

3
4
.7
%

3
0
.7
%

2
9
.8
%

3
4
.2
%

2
7
.4
%

3
3
.8
%

2
6
.0
%

2
8
.2
%

2
3
.6
%

2
3
.7
%

2
3
.5
%

2
1
.4
%

2
7
.1
%

2
7
.8
%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

可
燃
tご
み
の
内
訳
（％
）

生ごみ 可燃ごみ 資源物 不燃・有害物

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

燃
え
る
ご
み
中
の
資
源
物
の
内
訳
（
％
）

紙類（新聞、雑誌、段ボール） 雑がみ 紙パック

プラスチック製容器包装 古着類 ペットボトル

かん・びん 小型家電 系列9



7

３.令和５年度一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の策定方針

(１)目標値を設定する項目（案）

表 3 新しい目標値（案）

図 12 新たな数値目標項目の模式図

市収集分

許可業者
（事業系ごみ）

自己搬入

燃えるごみ 燃えないごみ

市収集分 市収集分

粗大ごみ

許可業者（事業系ごみ）

自己搬入

布類

新聞店収集

アルミ缶
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資源団体回収資源回収（市回収）
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古紙類 紙（牛乳）パック
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食用油（持込）
新聞

②家庭系処分ごみ排出量

③事業系ごみ排出量

資源化量

①総ごみ排出量

④燃えるごみに
混入している
資源物

項目 単位 目標値の方向性 目標値を設定する目的

①総ごみ排出量 g/人・日 減らす

●家庭系ごみ、事業系ごみは資源物も含

めて１人１日あたりのごみ排出量を減

らすことを目的とする

②家庭系処分ごみ排出量 g/人・日 減らす
●１人１日あたりの家庭ごみを減らすこ

とを目的とする

③事業系ごみ排出量 t/日 減らす
●事業系ごみを市全体で減らすことを

目的とする

④燃えるごみ中の資源ごみ混

入率（３年平均値）
％ 減らす

●家庭ごみに混入している資源物を適

切に分別し資源化を促進することを

目的とする

（参考指標） 資源化率 ％ 推移を注視する

●燃えるごみ中の資源ごみ混入率を減ら

しながら総ごみ量も減らすため、資源ごみ

の量も減っていくことを想定し、資源化率

は推移を参考指標として注視する
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(２)目標値を決定するための将来人口について

①人口実績

本市の人口実績の推移を図 13 に示します。

本市の人口は令和２年度まで増加し、84 千人となっていましたが、令和３年度にわずかですが、

減少に転じました。令和４年度も引き続き減少し、令和２年度のピークより３００人程度減少してい

ます。

図 13 本市の人口実績の推移

②人口推計

本市の将来人口推計、国立社会保障・人口問題研究所人口推計（以下「人口問題研究所人口

推計値」という）及び過去の実績からトレンド式で推計した結果を表 4に示します。

6種類のトレンド式（表 5）による令和15年度の推計はいずれも重相関係数は良好ですが、最も

大きな人口は指数式で86,648人、最も小さな人口は人口問題研究所人口推計値で79,125人と

7.5千人余りの差があります。

8ケースの推計値を比較すると、2次関数式、市推計値、人口問題研究所人口推計値は令和4

年度実績より減少し、他の推計値は増加しています。

実績値が令和3年度、令和4年度と減少していることから、増加する将来推計値より減少してい

る推計値の方が適当と考えます。

減少傾向にあっても、それほど大きな減少はないと考え、3ケースのうち、本計画では実績から

の減少幅が最も小さい、市推計値の採用を提案します。

また、市推計値は本市の総合計画の前提となっている推計値であることからも、本計画の推計

値に適当と考えます。
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83,797
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83,822

70,000
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90,000
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（人）

0

※ 各年度末人口
（年度）
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表 4 尾張旭市将来人口推計結果

直線 自然対数 べき乗 指数 ロジスティック ２次関数
実績 H25（2013） 82,192 - - - - - -

H26（2014） 82,361 - - - - - -
H27（2015） 82,757 - - - - - -
H28（2016） 82,997 - - - - - -
H29（2017） 83,372 - - - - - -
H30（2018） 83,592 - - - - - -
R1（2019） 83,797 - - - - - -
R2（2020） 84,135 - - - - - -
R3（2021） 83,904 - - - - - -
R4（2022） 83,822 83,822 83,822 84,247 83,999 84,001 84,251 84,083 83,951

推計 R5（2023） - 83,950 83,492 84,459 84,084 84,087 84,466 84,184 83,916
R6（2024） - 83,985 83,162 84,671 84,162 84,166 84,682 84,273 83,832
R7（2025） - 84,018 82,832 84,883 84,233 84,238 84,898 84,350 83,698
R8（2026） - 83,947 82,394 85,095 84,299 84,305 85,115 84,418 83,515
R9（2027） - 83,876 81,956 85,307 84,361 84,367 85,332 84,478 83,283
R10（2028） - 83,805 81,518 85,519 84,418 84,426 85,550 84,529 83,001
R11（2029） - 83,734 81,080 85,731 84,472 84,481 85,768 84,575 82,670
R12（2030） - 83,663 80,640 85,943 84,523 84,533 85,987 84,614 82,290
R13（2031） - 83,498 80,135 86,155 84,571 84,582 86,207 84,649 81,860
R14（2032） - 83,333 79,630 86,367 84,617 84,628 86,427 84,679 81,381
R15（2033） - 83,168 79,125 86,579 84,661 84,673 86,648 84,706 80,853

- - y=a･x+b y=a･lnx+b y=a･xb y=a･bx y=k/
(1+a･e-bx)

y=a･x2+b･
x+c

a - - - 212.0061 891.5333 81,951.5538 82,130.6709 0.0372 -24.6818

b - - - 82,126.8667 81,946.2914 0.0107 1.0026 0.1357 483.5061

c(k) - - - - - - - 84,887.9354 81,583.8667

- - - 0.88976 0.92231 0.92325 0.88806 0.94694 0.96694

推計式

係数

重相関係数

（単位：人）

年度
実績値
（年度
末）

推計値
尾張旭市推計

人口問題
研究所
人口推計
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表 5 推計に使用するトレンド式一覧

(３)ごみ排出量の将来推計

①推計の方法

ごみ排出量の将来推計は図 14に示すように、ごみの排出量の抑制、再生利用を促進せず循環型社会

形成に向けた改善を行わない場合（以下、「現状のまま推移した場合」という。）のごみ排出量の推計を行

い、次に家庭、事業所などにおけるごみ排出量の抑制、再生利用の促進のために実施する施策を踏まえ

た目標値を設定し、目標達成後のごみ排出量（以下、「目標達成した場合」という。）を推計します。

予測手法は、1人1日あたりのごみ排出量（g/人日）を過去の実績からトレンド推計などを用いて将来推

計値を予測した上で、将来予測人口を乗じて排出量などを予測します。

次に家庭系ごみ、事業系ごみにおける排出抑制や、資源化の促進のために実施する施策を踏まえた目

標値を設定し、目標を達成した場合の排出量を推計します。

今回の報告は、「現状のまま推移した場合」の推計結果となります。

推計式 数式及び模式図 特徴

直線式 ｙ＝a χ+ｂ
トレンドを直接に置き換えたときの推計式。
推計値が少なく出る傾向がある。

自然対数式
y=a・lnx+ｂ
（ｘ>0）

増加率又は減少率が徐々に減少していく推計
式。

べき乗式
y=a・x

b

（a>0、b>0）

過去のデータの伸びを徐々に増加させる推計
式。
実績値が増加し続ける条件で、最もあてはま
りが良いと言われる。

指数式
ｙ＝a・ bχ

（a>0、b>1）

過去のデータの伸びを一定の比率で増加又は
減少させる推計式。
増加又は減少傾向が急激になる。過去のデー
タが同比率的な傾向のときにあてはめやすい
と言われる。

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ式
ｙ＝K/(1＋a・e(-bχ))
（a>0、ｂ>1）

増加又は減少傾向を徐々に鈍化させ、一定の
割合で飽和(K)に達する推計式。

2次関数式 y=a・x2+b・x+c

トレンドを放物線に置き換えたときの推計
式。
増加率又は減少率が徐々に増加していく。

ｙ：人口、ごみ量、χ：経過年数、a,b,c：係数、K：飽和係数

ｙ

X

ｂ

ｙ

X

ｃ

ｙ

X

ｂ

ｙ

X

a

ｙ

X

a

K

ｙ

X
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図 14 ごみ排出量推計方法のイメージ図

将来のごみ排出量は、表 6に示す項目について、表 7に示す2つの方法で推計した結果を比較し、選

定します。推計する項目は、排出形態別（家庭系ごみ、事業系ごみ）に推計します。ごみ排出量の推計フロ

ーを図 15に示します（今回の報告は図 15の破線部分となります）。

表 6 推計する項目

表 7推計の方法

ご
み
排
出
量

計画期間

実績値

初年度 目標年度

減量目標値

推計する項目 内容

1人 1日あたりの

家庭系ごみ排出量

家庭から排出されるごみ区分別のごみにおける 1 人 1 日あたりの排出量を推

計する。

1 日あたりの

事業系ごみ排出量

事業所から排出されるごみ区分別のごみにおける 1 日あたりの排出量を推計

する。

推計方法 内容

トレンド推計法 各項目の実績が今後も続くものとして、6 種類のトレンド式を使用して推計す

る方法。推計式は表 5参照。

直近（直近数年）の実績 現状のまま推移した場合のごみ排出量であるため、将来も直近令和４年度実

績値が続くと仮定して推計する方法。
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図 15 ごみ排出量の推計フロー

②現状のまま推移した場合の推計結果

a.家庭系ごみ排出量の将来推計値の設定

家庭系収集ごみ、直接搬入ごみ毎のごみ種類別の 1 人 1 日あたりの排出量（原単位）につ

いてトレンド推計を行い、それぞれのごみ種類の将来推計値を表 8 に示すとおり設定しまし

た。なお、可燃ごみについては、令和元年度～令和４年度の実績については、新型コロナウイ

ルス感染症拡大等の影響が大きく平成２６年度から平成３０年度の傾向と大きく異なることか

ら、平成２６年度～令和４年度の 9年間の実績値を用いてトレンド推計式を算出しています。

家庭系ごみ排出量実績

・収集ごみ

可燃ごみ

資源回収量

不燃ごみ

粗大ごみ

人口実績

年間日数

家庭系ごみ、事業系ごみ

排出区分別ごみ種類別原単位実績

トレンド推計等

家庭系ごみ、事業系ごみ

排出区分別ごみ種類別原単位の将来予測

将来人口予測結果

年間日数

家庭系ごみ、事業系ごみ

排出量の将来予測値

現状のまま推移した場合

の推計値

■減量目標（施策考慮）

・排出抑制、資源化等

■年度毎の達成状況 等

家庭系ごみ、事業系ごみ

◆排出量の将来推計値

◆処理量の将来推計値

減量目標値を達成した場合

の推計値

・資源団体回収量

・新聞店回収量

・直接搬入

可燃ごみ

不燃・粗大ごみ

・許可業者収集

可燃ごみ

不燃・粗大ごみ

事業系ごみ排出量実績
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表 8 家庭系ごみの種類別将来推計値の設定

図 16家庭系処分ごみ排出量推計結果

４.今後の取り組み予定の重要施策

① 生ごみの水切り・減量

② 食品ロスの削減（食品ロス削減の推進に関する法律）

③ ペットボトルの集積所回収

④ （特定）プラスチック使用製品の資源化（プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律）

469 469 468 467 467 466 465 465 465 464 465

502
494

482
477

471
481

491 490

471

350

370

390

410

430

450

470

490

510

530

550

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

ご
み
排
出
量
(
t/
人
・
日
)

年度

②家庭系処分ごみ排出量 推計値 実績値

ごみの種類 将来推計値の設定結果

収集 可燃ごみ H26～R4の実績のトレンド推計式は、直線式・指数式以外は重相関係数が比較的良

好であることから、R4年度実績と差が最も小さいべき乗式による推計値に設定する。

不燃ごみ H26～R4実績のいずれのトレンド推計式も相関が良好でなく、平成２８～３０年度は

増加傾向にあったことから、令和１５年度に1人１日当たり20g/人日になると仮定して

令和４年度実績値から直線で増加することとした。

粗大ごみ H26～R4実績のいずれのトレンド推計式も重相関係数が良好でないため、平成３０

年度実績値で推移することとする。

資源回収量 H26～R4実績のトレンド推計式は、二次式を除いて重相関係数は比較的良好であ

ることから、R4年度実績と差が最も小さいべき乗式による推計値に設定する。

資源団体回収量 H26～R4の実績のトレンド推計式は、いずれも重相関係数は比較的良好であること

から、R4年度実績と差が最も小さいべき乗式による推計値に設定する。

新聞店回収量 H26～R4の実績のトレンド推計式は、いずれも重相関係数は比較的良好であること

から、R4年度実績と差が最も小さいべき乗式による推計値に設定する。


